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知的障害者の地域生活と地域資源I

～秋田県における地域ネットワークづくりにむけて～

佐藤 圭吾事

秋田大学大学院

内海 薄日

秋田大学教育文化学部

本研究は,秋田県における知的障害をもっ人たちの ｢地域生活を支援するネットワーク｣

の在り方を考えることを目的とした.この検討のため,養護学校進路指導の視点から地域

ネットワークの全国的動向を踏まえ,秋田県の地域資源を見直した.

結果から,秋田県は各エリア毎の人口や地域資源に大きな格差があることを認め,また

各エリアに共通して不足する地域資源を指摘した.そして ｢地域生活支援への移行とその

支援の構図｣を示すとともに,各地域資源の開発とともに地域エリアでのネットワークづ

くりへ取り組んでいくことの必要性を提起した.
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1 問題の所在

(1)能代養護学校の進路状況から

知的障害養護学校 (以下,養護学校)の進路指導

は,この10年の新たな動向のもとに転換期を迎えて

いる(1).先進地では,新たな動向を課題化し転換期

を主体的にきり拓く新たな進路指導の実践 (進路学

習の取り組み,個別移行支援計画 (2)･ネットワーク

による支援)が模索されてきている(3).

秋田県立能代養護学校では,高等部卒業生を平成

8年から平成13年度まで6期,62名を地域に送り出

してきた.卒業時点の進路先の内訳は,一般就労者

が約44%,適所型施設が約19%,入所施設が約8%,

小規模作業所が約21%,等である.

グラフ1は,能代養護学校高等部卒業生の ｢卒業

時点｣の進路先と ｢平成14年4月1日現在｣の進路
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先を示したものである.このグラフから,卒業後に

進路先変更をする者が多くいることがわかる.能代

養護学校では全卒業生の20%にあたる14名が進路先

変更をしている.表1は,進路変更をした者うち,

一般就労への変更 (2名)を除く12名の変更理由を

示したものである.避けがたい事業所倒産 ･事業縮

小に伴う解雇 (2名)の他は進路先での就労や活動

が困難な状況に陥っての変更となっている.さらに

このうち60%にあたる6名が複数回の進路先変更を

している.これは一度困難な状況に陥ると,孤立し

たり不十分な支援しか受けらなかったりして困難な

状況を繰り返してしまう傾向を示すものである.変

更理由の2/3を占める ｢対人関係のトラブル｣や

｢意欲減退｣,｢保護者の意向｣は,何らかの支援や

手だてで回避できた可能性がある.

また表2は,進路変更を学校側がどのように把握

したかを示したものである.このうち,事前に連絡

または相談があったものは7件,事後に把握した例

は5件ある.事後に把握したケースのほとんどが,

本人 ･保護者が学校をはじめ,各関係機関に相談を

しておらず,困難な問題を家庭で抱え込んでいると

いう点で共通していた.この場合,家族も支援や対

応に困難さを感じていること,諦めている様子や当

53

Akita University



一触就労

連帯擾重

大新授産

適所更生

入所更生

小規模作業所

在宅 (Ds)

8 % (*#)

在宅(その他)

入暁

0 5 10 15 20 25 30

グラフ1 秋田県立能代養護学校高等部進路状況

(卒業時とH.14,4.1現在の比較)H8から13累積 単位 :人

面在宅とするが,その後の見通しはないことなどが

訪問調査から分かっている.

その後の状況では平成14年4月現在,4名が依然

在宅のまま困難な状況にある.それぞれ療養,求職

活動,ディサース利用等について学校と関係機関と

が連携して支援を行っているが,活動が断続的にな

りがちで,希望する進路実現に向けての活動は長期

化してきており深刻さは増してきている.

(2)秋田県の進路動向

秋田県では,生活の場が散在している.これが希

望する進路を実現しながら地域生活をしていくこと

のネックとなることがしばしばある.つまり,進路

先となる事業所や福祉施設等の資源の存在が全体的

に乏しいのである.通える範囲で希望職種がなかっ

たり,勤務時間に合わせた通勤が不可能であったり,

また余暇支援を行っている資源が不足しているとと

が多いことが根本的な課題である.

表 1 進路変更理由 N-12

変更理由 人数

対人トラブル 4

意欲減退 3

疾 患 1

保護者意向 1

訓練後不採用 1
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グラフ2は,秋田県の養護学校高等部の近年の進

路状況を示している.そのポイントは次の通りであ

る.一つ目は,一般就労者の割合の低下傾向が強い

こと.二つ目は,福祉就労者の地域生活指向が強い

ということ (約8割が適所型の施設 ･作業所を選択).

三つ目は,進路未決定者 (在宅者やディサービスの

利用者)が増加傾向であること.

これらの進路動向の背景として,雇用に関しては,

まず経済不況による求人の落ち込みが挙げられる.

秋田県に求人全体の減少,とりわけ高卒求人の減少

が深刻化している(4).さらに平成13年度の秋田県に

おける障害者の解雇数が急増 (5)したことから新規

雇用どころか雇用継続さえ厳しい状況であると言わ

ざるをえない.

この他に雇用に関する進路動向の背景として,吹

のような要因が考えられる.秋田県においても,障

害者の雇用の場となっていた製造業が減少してきて

いること.養護学校整備に伴い,在籍生徒の障害の

表2 変更の把握手段 N-12

把握方法 人数

本人 .家庭から連絡 2

連絡先から連絡 3

関係機関から連絡 1

学校の定期訪問 5
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重度 ･重複化が進んできていること.作業所等の福

祉の受け皿の整備が進んだことで一般就労への挑戦

を避ける向きも一部あること.

福祉的な進路状況の背景には,秋田県が古くから

入所施設が整備された地域ゆえ,逆に適所型施設設

置の遅れ,地域理解が遅れてきたことが挙げられる.

近年,地域型志向傾向が強まったことで滞っていた

小規模作業所の新規立ち上げが見られる.しかし卒

業生の5人に1人が行き場がなく在宅になったり,

週に限られた時間をディサービスの形でしか通う場

所が確保できないという現状は資源不足の状態が依

然続いていることを示 している.

以上のように秋田県の養護学校高等部の進路状況

の特徴は,地域生活指向が強まっているが,一般就

労や福祉就労に関わらず受け皿不足であることとい

える.しかしより重要なポイントは秋田県の養護学

校進路指導は,その困難性ゆえ進路先確保に多くの

関心と努力が費やされていることにある.そのため,

本人の自己決定や卒業後の地域生活への ｢移行｣に

対する意識がまだ浸透おらず,その支援が始まって

いないことが指摘されていることにある(6).

これらが提起することは,一つ目に自己決定を支

援する進路指導への転換の必要性であり,二つ目に

進路先確保に関する戦略を持っことであり,三つ目

に卒業後の地域生活への移行支援を支える関係機関

のネットワークの必要性である.

一つ目の課題に対 しては,冒頭で触れた進路指導

平虞 10年度

平 癒 11年度

雷 J*12年Jl

寧虞1さ年度

の ｢新 しい取り組み｣に解決方法が既に示されてい

る.また三つ目の課題についても先進的な ｢就業支

援の取り組み｣に解決の手法を見出すことができる

と考える.三つ目の課題については,文部科学省か

らの委嘱事業として全国特殊教育学校長会が行った

調査研究 (7)により方向性が示された段階である.

秋田県においても新たなネットワーク形成の模索が

始まっているが,その在り方も含めて手探りの状況

であるといわざるをえない(8).養護学校の取り組み

としては ｢個別移行支援計画｣の理解と必要なネッ

トワークづくりこそ,この課題解決へのアプローチ

となるであろう.

2 目的と方法

秋田県において知的障害をもつ人が地域生活をし

ていくための基本的な条件整備として ｢地域生活を

支援するネットワークが必要である｣と考える.本

研究では,地域生活を支援するネットワークの在り

方を考えることを目的とし,養護学校進路指導の視

点から考察を加えたい.

そのために,全国各地の知的障害者の地域生活支

援を目的としたネットワークの例を概観する.次に

秋田県内の知的障害者に関わる関係機関や地域生活

を行うにあたって活用できる ｢地域資源｣を確認す

る.さらに,地域生活をしていくために必要なサー

ビスやより豊かに生活する視点から,既存の関係機

関等の再整理を試みたい.全国の先行例と秋田県の

01 101 IO■ ●○■ 80■ ○○1 70■ ●Ot fOt lOO■
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グラフ2 秋田県の知的障害養護学校高等部の進路状況
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現状の対比から秋田県の課題を明らかにしていく.

3 地域ネットワークと地域資源

(1)地域ネットワークづくりの全国的動向

全国の知的障害者の地域生活支援活動には多くの

優れた取り組みがある.ここではその目的やベース

となる機関等により三つに分類を試みた.

①就労支援のネットワークモデル

一つ目に就労支援を主たる目的とした支援ネット

ワークモデルである.ネットワークの中核となって

いる機関は,通勤寮や地域職業センター,近年整備

が始まった就労支援センターに加え,特例子会社等

に関わる企業や企業団体等となっている.その活動

は,新規雇用創出や就労に関する情報交換及び就労

情報の共有化 ･一元化,一貫した就労支援の提供等

である.さらに就労支援システムの研究や関係機関

とのネットワーク構築,就労支援センターの設立活

動等,ネットワークにより多様な展開も見られる.

いずれにせよ,地域の労働関係や養護学校,福祉施

設等を巻き込んで多くの成果を上げてきている(9).

②生活支援のネットワークモデル

二つ目に生活支援を主なねらいとしたネットワー

クによる支援モデルである.ネットワークの中核と

なっている機関は,通勤寮や地域療育等支援事業,

生活支援事業,障害者介護等サービス体制整備試行

事業 (ニケアマネージャー)等の委託を受けた社会

福祉法人になっている例が多い.その活動は,訪問

相談,レスバイトケア,送迎,付き添い,ショート

ステイ,ホームヘルプ,ディサービス等の在宅生活

支援である.これらに加え,通勤センター機能,也

域生活者支援機能,支援ネットワーク推進機能,等

の就労支援の機能を発揮しているもの,ケアマネー

ジメントによりニーズの把握 ･サービスの調整 ･サー

ビス提供 ･資源開発等まで可能にしているネットワー

クも存在する(10).

複数の障害者福祉施設を持つ法人が自らの資源の

専門性を見直し,ネットワークの中で有効活用して

いく例と,一方で養護学校や労働機関,他施設等,

地域にある他の資源とのネットワーク化も推進して

成果を上げている例が確認できた.

③移行支援ネットワークモデル

三つめに主に養護学校が主体となって構築される

移行支援ネットワークである.これは雇用創出を主

とするもの,これに加えて地域の養護学校間が連携
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し,進路情報交換から組織的な活動による企業との

調整,雇用状況の変化に対応するという職業リハビ

リテーション･サービスの新たな展望への対応まで

行っているものもあり,地域の実情によって活動内

容に幅がある.

雇用創出だけをねらったネットワークでは,その

ネットワークを構成する機関も学校と労働機関,企

業等に留まっており,障害者の地域生活全般に対す

る支援までは検討されていない状況である.今後,

｢個別移行支援計画｣の導入に伴い,地域生活を包

括した支援ネットワークを構築していくことが求め

られている(ll).

(2)秋田県の地域資源

ここまで,養護学校の卒業生の地域生活支援の必

要性を述べ,その手だてとして関係機関間のネット

ワークによる支援の先行例の特徴を述べた.次に秋

田県おけるネットワークの要素となる ｢地域資源｣

の現状を見ていく.

1) 地域エリアの設定

今回,秋田県内の各資源について調査するにあた

り,県内を幾つかのエリアに分けた.エリアを設定

した理由は次の二つの視点からである.

一つは,障害者が地域で生活するために必要なサー

ビスの提供を保障するためには,サービス提供機関

が適当な地理的範囲になければならないからである.

二つ目は,関係機関の実質的な連携のためにも同様

の地理的条件が必要でからである.

本研究ではエリアの設定を県で定めている障害保

健福祉圏域ごとの8エリアとした.これは国の施策

が障害保健圏域よって進められるからである.ただ

し,人口規模や地理的範囲から考えると,必ずしも

ベストなエリア設定とは言い難い部分もある.なお,

秋田県の教育委員会で設定している障害児教育学校

の県域は9圏域 (12)である.

2) 地域資源の全体像

表3に秋田県の障害者支援の地域資源の概要を示

した.はじめに全県の地域資源の特質を列挙する.

①各エリア毎の人口および資源の格差が大きいこ

と.②地域生活志向が増加するに伴い,適所施設や

作業所等の受け皿づくりが近年進んできているが,

まだ全県的に不足していること.③地域生活におけ
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る余暇支援 ･青年学級等がほんの一部にしかない状

況であること.④各施設による本人活動支援が始まっ

たこと等.

就労支援は,各職業安定所,障害者職業センター

(県内1カ所)と養護学校や就労支援に積極的な施

設などによって行われている.移行支援や定着指導,

困難時の対応から再就職支援については,ジョブコー

チ制度の活用も含めて今後,連携体制の確立が求め

られること等がいえる.

3) 各エリア毎の特徴

次に各エリアごとの特質について,その特徴を述

べる.

①大館 ･鹿角圏域の特徴は,施設による地域支援が

実施されているが,学齢児対象のみのサービスであ

ること.また地域生活志向が高まり作業所づくりの

動きが活発化してきていることなどがあげられる.

今年度から地域の養護学校による青年学級の取り組

みが始まったことも特徴といえる.

②鷹巣 ･阿仁圏域の特徴として,まずェリア内の人

口が極端に少ないことがあげられる.古くから入所

型施設が多く作られた地域であり,施設関連のグルー

プホームも多い地域である.反面,適所型施設はひ

とつもない地域でもある.

③能代 ･山本圏域の特徴は,近年の適所型施設や小

規模作業所の整備で受け皿不足の不安が当面解消さ

れたことである.加えて,入所型施設による在宅サー

ビス提供や地域支援が開始されていること等があげ

られる.

④秋田周辺圏域の特徴は,エリア内の人数が多く,

また地域設定も広範囲となっている.中核となる秋

田市の施設 ･作業所不足が予想される.この地域に

は,わずかながら青年学級,民間の余暇支援団体が

ある.⑤本荘 ･由利圏域は,通勤寮の成果でグルー

プホームが多く,地域生活支援がもっとも進んでい

る地域と言うことができる.一方で,コロニーがあ

る地域で,適所型施設が少ない地域でもある.

⑥大曲 ･仙北圏域の特徴は,地域での活動の場が少

ない地域であったため,進路先の確保を最優先した

動きが近年盛んになってきた.小規模作業所の新規

立ち上げの活動が活発化してきている.

⑦横手 ･平鹿圏域は,地域での活動の場が少なく,

進路先確保を最優先に保護者による小規模作業所づ

くりが行われてきているが,特徴的には,その活動
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の中で余暇支援の団体が誕生してきていることがあ

げられる.

⑧湯沢 ･雄勝圏域の特徴は,地域生活支援の場が特

に少ない地域である｡ 地域療育等支援事業の実施委

託施設が唯一この地区にはない.地域の養護学校に

高等部が設置されたことで進路先の課題がクローズ

アップされつつある.

4) 地域資源の特徴

各地域に存在する資源の特質の明確化を意図して,

各機関をその主たる業務から,｢教育機関｣｢相談機
関｣｢生活支援｣｢就労支援｣｢余暇支援｣｢本人活
動｣(13)と分けて整理した.その特徴を述べる.

① ｢教育機関｣は,他の資源に比べ各地域への整備

が進んでいる.養護学校についていえば,来春秋田

周辺地区に一校開校予定であり,これで全県を網羅

することになる.また,秋田県の特色として地域の

小学校に特殊教育地域センターを配置してあり,就

学前を中心とする教育相談や就学相談,特殊学級支

援等の機能を果たしてきた.

② ｢相談支援｣には就労関係として,公共職業安定

所と地域障害者職業センターを分類した.また福祉

関連として県および市の福祉事務所,地域療育等支

援事業 (コーディネーター事業)を分類した.公共

職業安定所は,各地域に配置されてあるものの,障

害者への支援という視点で,より専門性の高い障害

者職業センターは県内に一つしかない.

｢相談支援｣の福祉サービス関連では,県および

市の福祉事務所が各地域に整備されている.また,

地域療育等支援事業 (コーディネーター事業)(14)は

全県の各圏域にほぼ整備された.唯一整備されてい

ない湯沢雄勝地域についても来年度 (平成15年度)

の設置予定であり,今後各地域における地域生活支

援の中心的な役割を果たしていくことが期待されて

いる.

③ ｢生活支援｣の機関には,入所型の施設と通勤寮

や福祉ホームおよびグループホームの設置状況を示

した.

児童施設は,各エリア毎の設置はないものの,県

北に2カ所,県中央に2カ所,県南に2カ所設置さ

れ,全県をカバーしている.入所型施設は県内に大

変多く設置されてきたことに加え,東京都の施設も

5カ所設置されている.各エリアによって設置数に

格差はあるもののすべての地域に作られている.ま
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た本荘由利エリアには県設置のコロニー,鷹巣阿仁

地域にも長い歴史を持つコロニー型の複合施設があ

る.

一方で地域生活の拠点となる通勤寮,福祉ホーム

グループホームの設置は立ち後れている.通勤寮は

県内に2カ所のみである.また福祉ホームも県内で

鷹巣阿仁地域と能代山本地域に各1カ所の計2カ所

(表内ではグループホームにカウント)のみの設置

状況である.グループホームについては,古くは鷹

巣阿仁地域のコロニー型の施設による取り組みや本

荘由利地域の通勤寮による取り組みがあったが,近

年僅かながら新たなグループホームの立ち上げが見

られるようになってきている.

④ ｢就労支援｣は,一般就労にむけた専門支援機関

として就労支援センター,福祉就労支援として適所

型の授産施設,更生施設および小規模作業所をカテ

ゴリーに入れた.しかし現在の所,就労支援センター

は県内に設置はない.

障害者職業センター (｢相談支援｣にもカウント)

によるジョブコーチ事業は,現在センターへの配置

型4名,外部機関型4名 (協力機関型4名,登録型

2名)の職員を配置し活動してし｢る.今後外部機関
型は増員の予定もあり,一応全県を網羅する体制が

整いっつあると言える.

適所型授産施設は小規模適所授産施設も含めての

設置数で表記してある.県北に2カ所,県中央で2

カ所,県南1カ所の計5施設の設置であり,各エリ

ア毎に見ればまだ4エリアという限られた地域でし

か設置が進んでいないことがわかる.適所型の更生

施設も同様であり,3つのエリアで5つの設置を見

るだけである.

小規模作業所は,近年設置が進んできた.小規模

作業所を持たないエリアは鷹巣阿仁地域の1カ所だ

けであるが,この地域にも現在設置に向けた活動が

進んでいる.

⑤ ｢余暇支援｣は,青年学級や親やNPO等の団体

による知的障害者のための活動,あるいは知的障害

者が定期的に参加している活動を取り上げた.

青年学級は秋田市周辺地域でボランティア団体が

実施している他,大館鹿角地域で養護学校によって

今年度から活動が始まったものを合わせて2学級で

ある.その他の団体として秋田市に保護者および有

志団体による余暇支援活動が2つ行われている.横

手平鹿地域では,小規模作業所づくりの活動から余

58

暇支援活動が3つ誕生している.なお,表3には地

域で余暇支援の資源となりうる公民館の数を表記し

ている.

⑥ ｢本人活動｣の秋田県の特徴は,施設主導の形で

施設内に誕生してきていることである.施設間で連

携調整を図りながら,ほとんどすべての施設で足並

みをそろえて誕生させており,全県規模の本人活動

の集会も催されている.一方で,本来の姿であろう

地域での本人活動の団体は,施設入所者が多いこと

を反映してか,県内で皆無である.なお,表3には

各市町村の手をつなぐ育成会の数を表記した.

5 秋田県の地域生活支援の課題

(1) ネットワークの必要性

既に示したとおり,先進的な地域生活支援はネッ

トワークによって行われている.地域生活は ｢地域｣

という分化した環境である.したがって地域生活を

送る上で発生するニーズは多様である.その対応は

単一機関では不可能であり,地域生活における活動

と参加を実現していくためには,ネットワークによ

る支援が不可欠になることが示唆されるのである.

また地域ネットワークを三っのタイプに大別した

が,それらのネットワークがそれぞれ機能を拡大 ･

深化させていることが確認された.例えば,雇用拡

大のための取り組み (職域開発や職務分析)が知的

障害者の働きやすい環境や支援のあり方を明確化し

たり,職場定着のための支援が生活支援,とりわけ

地域生活支援のあり方について問題提起したり,余

暇支援のニーズを生んだりする例が見られた.単一

機関内では,発想さえしなかった議論が生まれたり,

ニーズがあっても具体的な解決策に結びついていか

ないこともネットワーク活動の中で対策が生まれ,

実践が積み重ねられてきている.その結果,地域生

活支援の質的な向上が図られてきたのである.

ネットワークによる地域生活支援の成果は次の3

点にまとめられる.①地域資源の機能の再評価と役

割分担によって各機関が専門性を発拝していること.

②中心となる機関がコーディネート機能を発揮し,

ニーズに応じて資源をマネジメントしていること.

その結果,サービス提供がスムーズに行われること.

③資源活用から資源開発まで考慮されること.

このようにネットワークが組織的に機能すること

で,多様なニーズに対応できるとともに,より質の

高いサービスを安定して提供したり,展開したりす
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表3 秋田県の障害者支援の地域資源の概要

エリア 教 育 相談支援 生活支援 就労支援 余暇支援 本人活動 人口

大館鹿角 教育事務所 1職業安定所 2児童施設 1就労支センター 0青年学級 1 地域 o 118千人養護学校 2職業センター 0入所施設 5 適所授産 1 団休 o(公民館24) 施設内 7(育成会4)御者青鯛センタ-3 福祉事務所 3コーディネーター 1通勤寮 oFJv-プホーム 6 適所更生 0小規模傾所 5

鷹巣阿仁 教育事務所 1職業安定所 1児童施設 1就労支センター 0青年学級 0 地域 o 15千人養護学校 1職業センター 0 入所施設 7 適所授産 o 団体 o(公民館 14) 施設内 10(育成会5)特棚育鵬センター 1福祉事務所 1コーディネーター 1通勤寮 1gJV-プホーム 7 適所吏生 0小農鮒某所 0

能代山本 教育事務所 1職業安定所 1児童施設 0敦棺センター 0青年学級 0 地域 o 68千人養護学校 1職業センター 0入所施設 2 適所授産 1 団体 o(公民館25) 施設内 3(育成会8)特牌育鵬センター 1福祉事務所 2コーディネーター 1通勤寮 oFルーブホーム 5 適所更生 1小規那某所 1

秋田周辺 教育事務所 1職業安定所 2 児童施設 2就労支センター 0 青年学級 1 地域 o439千人養護学校 5 職業センター 1入所施設 7 適所授産 2 団体 2(公民館 36) 施設内 11(育成会12)特棚育地域センター2 福祉事務所 3コーディネーター 2 通勤寮 oFループホーム 5 適所更生 3小朋僻所 8

本荘由利 教育事務所 1職業安定所 1児童施設 0就労支センター 0青年学級 0 地域 o123千人養護学校 2職業センター 0入所施設 6 通所授産 0 団体. o(公民館21) 施設内 3(育成会 11)榊載育地域センター 1福祉事務所 2コーディネーター 1通勤寮 1グループホーム 13適所更生 1/場株僻所 2

大曲仙北 教育事務所 1職業安定所 2児童施設 0就労支センター 0青年学級 0 地域 o 156千人養護学校 1職業センター 0入所施設 2 適所授産 0 団体 o(公民館38) 施設内 2(育成会14)特棚育地域センター 2 福祉事務所 2コーディネータ- 1通勤寮 oFループホーム 1通所更生 o小規模作業所 4

横手平鹿 教育事務所 1職業安定所 1児童施設 1抑支センター 0 青年学級 o 地域 o 109千人養護学校 1職業センター 0入所施設 1適所授産 1 団体 3(公民館27) 施設内 2(育成会8)特物音地域センター 1福祉事務所 2コーディネーター 1 通勤寮 oループホーム 1適所更生 0相模傾所 2

湯沢雄勝 教育事務所 1職業安定所 1児童施設 1就労支センター 0青年学級 0 地域 o 81千人養護学校 1職業センター 0入所施設 2 適所授産 0 団体 o(公民館 19) 施設内 3(育成会6)特柵育地域センター 1福祉事務所 _2コーディネーター 1通勤寮 oFループホーム 0適所更生 0小鵬作業所 1
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ることが可能になる.さらに新たな資源開発まで可

能になることが先行例から実証されている.

秋田県においても進路状況が示すように,地域生

活へのニーズが高まっている.このことは,これま

で中心的な課題とされてきた ｢進路確保｣のという

ニーズとともに今後,｢生活の質を確保 していくた

めの多様なニーズ｣が発生してくることを予想させ

る.これらへの対応は,ネットワークでなければ不

可能であろうし,ネットワーク活動の中でより質の

高いサービスの実現が期待できるのである.

冒頭の能代養護学校の例では卒業後の ｢進路先定

着｣の視点からネットワークにきる支援の必要性を
示した.しかし,今後必要とされるネットワークの

果たす役割は進路先の確保や定着のためだけではな

い.地域ネットワークは,地域生活を支える要素を

可能な限り盛り込んだ支援領域を持つことが求めら

れてきていると言えよう.

しかし,先行例であっても ｢地域生活｣の全体を

網羅した支援を実践している例はごく一部であり,

現存するほとんどの支援ネットワークは支援の領域

が限定的であるといわざるをえない.今後は,地域

レベルで就労支援や生活支援等のそれぞれの支援領

域をネットワークしてくことが必要であると考える.

教育の新たな動向として ｢今後の特別支援教育の

在り方｣(15)が示されたが,学校では教育に関するこ

の新しい方向付けを踏まえながら,｢移行支援｣の

体制作りとして,各支援領域間のネットワークづく

りを目指していくことが大切であろう.

以上を踏まえ,図1に養護学校進路指導の立場か

考える ｢地域生活への移行とその支援の構図｣を示

した.進路観の変化は,地域生活上の活動と参加の

困難こそ支援のターゲットであることを示した.つ

まり進路先確保に加え,生活の場や余暇活動の他,

様々な地域活動への参加困難な状況の解決策を立て

ることが必要になる.進路指導の観点からは ｢学校

(施設)から地域生活への移行｣が課題となる.支

援の領域は ｢就労支援｣,余暇 ･生涯学習の要素 も
加味した ｢生活支援｣と ｢本人活動支援｣の3つの

各領域と考えられる.そして支援方法としては3つ

の支援領域に関して地域レベルで組織されたネット

ワークが共通理解と役割分担によって行われること

が望ましいと考える.支援は,本人の自己決定を尊

重することは当然として,生活の質と権利擁護の観

点からも十分な検討が必要であろう.個別移行支援

計画 (個別移行計画)は,支援プランを包括的に立

て,より専門的なサービスが提供されていくため手

法としての役割を担うものである.

(2)地域資源の整備課題

｢ネットワークの必要性｣について,全国的な動

向から述べてきた.そして ｢地域生活｣というもの

が ｢分化した環境の中での生活｣という認識をもと

に ｢地域生活への移行とその支援の構図｣を示した.

その中で地域生活支援は,就労 ･生活 ･本人活動に

対する支援領域をもっことと,それらがネットワー

クを組み,組織的に支援することの必要性を確認し

てきた.これらを踏まえ秋田県における地域支援を

考えていく手がかりとして,地域資源の整備課題に

ついて検討し,まとめとする.

1) 不足する資源と今後の対策

秋田県における障害者を支援する地域資源の課題

の一つ目は,地域資源の不足にある.主だった所を

指摘し,現状からの考えられる対策を述べる.

図1 地域生活への移行とその支援の構図
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① ｢生活支援｣機関 ･サービス等

生活の場に関して,もっとも不足が指摘されるの

は通勤寮であり,またグループホームである.通勤

寮は地域生活支援の中核的機能を持っため,期待が

大きいが残念ながら新規設置の動きはない.グルー

プホームに関しても先に触れたように,各法人の努

力に依存せざるを得ない.

また在宅生活支援について,今後もっとも期待す

るものは,｢ホームヘルプサービス｣である. しか

し全国的にも利用希望に対する実際のサービス提供

が10%であるという数字が示す通り(16),十分な実施

体制になっていないのが現状である.秋田県内にお

いては,ホームヘルプサービスに対する認識はまだ

薄く,ほとんど利用されていない状況である.本人

や保護者,関係者へ周知と利用促進しながら行政へ

予算と人材確保についての理解を図ることが必要で

あろう.

また,地域生活支援として一定の成果をあげてき

た地域療育等支援事業も全エリアへの配置が予定さ

れている.今後は,地域生活支援の中核としてさら

に重要な役割を果たすことが期待される.

② ｢就労支援｣機関 ･サービス等

もっとも不足していると指摘されることは,一般

就労に対する専門機関である就労支援センターがな

いことである.平成15年度に県内にも設置されると

いう情報があるが,各地域エリア毎への整備にはほ

ど遠い状況といわざるをえない.しかし,一方で障

害者職業センターで実施が始まったジョブコーチ制

度は,外部機関型によって,全県を対象にする体制

を整える方向にある.現状では各エリア毎の配置は

ないが,秋田県における就労支援の重要な資源と認

識する.

また,適所型の施設および小規模作業所の不足も

全県的な課題であるが,これは新規立ち上げの活動

を続けるとともに,既存施設 ･作業所の定員増加,

既存施設の分場,さらには入所施設の適所施設併設

等への働きかけをしていくことも具体的な手だてと

して有効であろう.

③ ｢余暇支援｣組織 ･団体等

余暇支援については,全県的に資源が極めて少な

く地域格差も大きい状況にある.定期的な支援を行っ

ていく組織 ･団体等が秋田県内ではこれまでほとん

ど存在してこなかった.今後は ｢養護学校が生涯学

習支援を担うべき｣という見通 しが示された(17)こ
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とで,各エリアの養護学校において,余暇支援も含

めた形で展開していくことが現実的かと思われる.

これに関して,秋田県の養護学校進路指導担当者の

ほとんどがその必要性を感じており,その条件整備

として人材確保が必要として,地域にそのバックアッ

プを期待する声が多く聞かれている(18).

④ ｢本人活動支援｣組織 ･団体等

秋田県の本人活動は全県で足並みをそろえながら

各施設内に作られ,活動を積み重ねつつある.一方

で地域には本人活動が存在しない.今後,施設内で

本人活動を進めているリーダー的な存在の人が地域

生活を実現していくことを期待したい.地域へ出た

リーダー達がそこで本人活動を進めていくことで,

地域での本人活動が誕生し,展開していくことが望

めるからである.それには地域に出た人に対する支

援が切れることなく継続しなければならない.

2) 地域ネットワークづくりにむけて

秋田県における障害者地域資源の課題の三つ目は,

各地域を意識したネットワークづくりである.

ネットワークの地域設定について,本論文では障

害保健圏域での検討をしてきた.しかし,すでに述

べたように人口や資源の格差の問題が存在すること,

また市町村合併の問題も絡んでくることが予想され

るので,現時点では,どのようなェリア設定が良い

のかは言及できない.いずれにせよ本人を中心に置

き,また関係機関の実質的なネットワークが可能な

地理的な範囲という点は最低考慮すべきポイントで

あると考える.

これまで述べてきたように,秋田県では就労支援 ･

生活支援 ･本人活動支援の各支援領域の資源不足が

深刻である.そしてこれは課題化されやすいため,

資源づくり,特に進路先となる受け皿作りに関心と

努力の大半が注がれている状況である.これに比較

して地域ネットワークづくりは立ち後れてきた.こ

れまで各支援領域内での連携はできてさても,各支

援領域を包括したネットワークまでにはなりえなかっ

た.しかし資源が不足しているからこそ,地域ネッ

トワークが必要なのである.先行例が示すように,

ネットワークによる多様なニーズへの対応の中で,

各機関の専門性発揮だけでなく,より有機的な連携

の中で機能の見直し･相互補完ができるからである.

さらには本当に必要な資源 (ハー ド)やサービス

(ソフト)の開発まで実現していくことが可能になっ
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てくる.地域生活-分化した環境から出てくるニー

ズには ｢器｣を作っただけでは到底対応できないこ

とを認識しなければならない.

秋田県の現状として,就労支援 ･生活支援 ･本人

活動支援の各領域の資源が出来はじめ,今後整備拡

大を目指していこうとしている.一方で秋田県が推

進している障害保健圏域毎のネットワーク化である

｢地域療育連絡調整会議｣も始まっている.地域の

実情を踏まえて,既存のネットワークや連携関係を

整理統合していきながら,地域毎に支援ネットワー

クづくりを推進していくのが最善と考える.その手

がかりとして,地域に立脚し,より包括的にニーズ

の課題化を目指す養護学校の ｢個別移行支援計画｣

の実践をきっかけにして展開できるのではないかと

期待するものである.

注

(1)原智彦ら ｢転換期の進路指導と肯定的な自己理

解の支援｣,発達障害研究,第24巻 第3号

p262-271(2002)
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ため障害保健圏域内の関係機関の情報交換や連

絡調整等を行う ｢秋田県障害児 (者)地域療育

連絡調整会議｣を設置した.
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(9) 全日本育成会 ｢地域で支える 就労支援ネット

ワークをっくるために｣p30-35,p92-97(1999)
(10)知的障害者ケアマネジメント研究会 ｢障害者ケ
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p145-157(2002)

(川 (7)に同じ p46-72
(12)秋田県内の盲 ･聾 ･養護学校,特殊教育地域セ

ンターは,①鹿角,②大館 ･北秋田,③能代 ･

山本,④男鹿 ･南秋田,⑤秋田･河辺,⑥本荘 ･
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(13)本人活動とは,本人活動とは,Self-Advocacy

としてイギリス,アメリカ,スウェーデンなど

の国々で発展した概念を翻訳 したものである.

これまで保護の対象として見られ他者からの擁

護によってはじめて権利を守られてきた知的障

害者が,自ら社会的に発言する力をつけること

で,自分の権利を自分で守るようにすることを

意図した運動である.

(14) ｢地域療育等支援事業｣とは,在宅する障害者

への福祉向上を目指し,個々の障害を持っ方の

ニーズに応えるため,施設機能の提供や福祉サー

ビスの調整,ボランティア養成等の多領域の活

動を展開するものである.

(15) 文部科学省 ｢今後の特別支援教育の在り方につ
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生徒への適切な対応と今後の盲 ･聾 ･養護学校

の在り方を方向付けた.この中で,生涯を通じ

た関係機関と一の連携の重視と連携上の重要な役

割を果たす特別支援教育コーディネーターの指

名,個別の指導計画や移行支援計画を含んだ個

別の教育支援計画の作成等が唱われている.

(16)柴田洋弥 ｢知的障害者ホームヘルプ事業の現状

と課題 :全国市町村実態調査から｣,さば-と

No.548p44-52(2002)
(17)文部科学省 ｢21世紀の特殊教育の在り方 (最終
報告)｣第3章3｢後期中等教育機関への受入

れの促進と障害のある者の生涯学習の支援につ

いて｣で生涯学習の支援を関係機関と連携しな

がら,養護学校で実施していくという方向性が

示された.

(18)(6)に同じ p45-47
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Summary

Thepurposeofthepresentpaperistoillustrate

anetworksystem thatisintendedtosupport

peoplewithintellectualdisabilitiesleadalife

lessdifficultintheirlocalareas.Insodoing,the

qualityandquantltyOflocalresourcesofAkita

prefectureareexamined in comparison with

otherprefectures,toprovideinformationforthe

teachersteachingatschoolsforstudentswith

intellectualdisabilities.Theresultsindicatethat

quantltyandqualityofresourcesvarygreatlyln

differentareasinAkitaprefecture,thoughthere

isacommontypeofresourcesthatarelacking

inallareas.Basedonthefindings,aframework

isprovidedofanidealtypeoflocal-lifesupport

system.Meanwhile,astressisplacedonthe

importanceofmakingaconcertedeffortbyall

thepeopleinvolvedtodeveloplocalresourcesas

wellastoestablishanetworksystem ineach

area.

KeyWords:PeoplewithanIntellectualDisability,
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Resources,aNetwork
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